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預金積金については、年金受給口座の獲得等による個人預金の増加に加え、法人預金も増加した結果、平成
２６年９月期の残高は、前年同期比６２１億円増加し、４兆２，６２６億円となりました。
また、貸出金については、ようやく景気回復の兆しが見え始め、地元中小企業者や一般個人のみなさまへの

円滑な資金供給を積極的に行った結果、前年同期比７６４億円増加し、2兆2，540億円となりました。

預金・貸出金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

●貸出金の業種別内訳

（単位：百万円）
●中小企業等に対する貸出金

（注）中小企業等とは、資本の額又は出資の総額が３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の法人たる事業者又は常用
する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、サービス業は１００人）以下の事業者及び個人です。  

（注）1．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
      2．国外向けの貸出については、国内向けの貸出と同様に区分し、該当する業種に含めております。

2,254,046
2,130,084

平成26年9月期

貸　　出　　金　　残　　高
うち中小企業等貸出金残高

平成26年9月期
4,200,483
2,177,612

４，２６２，６１７
２，２５４，０４６

平成25年9月期
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高

平成26年9月期

135,619
757
975

97,280
23

4,755
17,512
82,352
50,633
7,398

475,242
6,141
8,039

13,191
26,018
39,166
8,117

48,705
39,614

1,061,544
104,650

1,087,851
2,254,046

6.01%
0.03%
0.04%
4.31%
0.00%
0.21%
0.77%
3.65%
2.24%
0.32%

21.08%
0.27%
0.35%
0.58%
1.15%
1.73%
0.36%
2.16%
1.75%
47.09%

4.64%
48.26%
100.00%

製 造 業
農 業 、 林 業
鉱 業 、採 石 業 、砂 利 採 取 業
建 設 業
電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業
小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

残　高 構成比

経
理
・
経
営
内
容

平成25年9月期

137,353
990

1,030
98,431

69
4,891

17,260
80,167
54,153
4,685

443,886
7,551
8,390

13,424
27,230
40,536
8,196

42,984
36,895

1,028,131
89,817

1,059,663
2,177,612

6.30%
0.04%
0.04%
4.52%
0.00%
0.22%
0.79%
3.68%
2.48%
0.21%

20.38%
0.34%
0.38%
0.61%
1.25%
1.86%
0.37%
1.97%
1.69%
47.21%

4.12%
48.66%
100.00%

残　高 構成比

2,177,612
2,065,531

平成25年9月期



貸借対照表

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成26年9月30日現在
940,538

862
2,980
2,095

987
1,403,364
2,254,046

816
22,261
52,752
4,424
6,220
4,488

△ 15,105

4,680,733

(△ 11,926)

（資産の部）
現 金 ・ 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

平成26年9月30日現在
4,262,617

97,700
46,311

4
16,399

739
－

13,113
876
221
240
218

4,853
4,488

4,447,784

21,474
189,090
210,565
14,369

1
8,013

22,384
232,949
4,680,733

（負債の部）
預 金 積 金
借 用 金
コ ー ル マ ネ ー
外 国 為 替
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
預 金 払 戻 損 失 引 当 金
偶 発 損 失 引 当 金
懸 賞 金 支 払 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計

出 資 金
利 益 剰 余 金
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

（純資産の部）

（単位：百万円）

利回りの低下に伴う資金運用収益の減少等により、業務純益は６４億円と前年同期比５億円減少しました。一方で、不良
債権処理額が前年同期比７億円減少したこと等により、経常利益は７５億円とほぼ前年並みとなりました。当期純利益は
５５億円と前年同期比３億円の増加となりました。

損益の状況

損益計算書
（単位：百万円）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

う ち 貸 出 金 利 息
うち有価証券利息配当金

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益
経 常 費 用

資 金 調 達 費 用
う ち 預 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用
経 常 利 益

特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

平成26年4月1日から
平成26年9月30日まで

33,423
26,017
19,142
4,864
3,184
2,436
1,783
25,823

2,344
2,064
2,683

945
19,301

549
7,599

0
28

7,570
1,878

178
2,056
5,514

平成25年
9月期

平成26年
9月期

6,4186,995

平成25年
9月期

7,5997,536

平成26年
9月期

平成25年
9月期

平成26年
9月期

5,5145,195

経常費用とは、預金利息や
経費などから構成され、一般
企業の売上原価に相当する
ものです。

当期純利益とは、当金庫が
上半期中に得た純利益で、経常
利益から特別利益・特別損失
を加減算し、税金などを差し
引いたものです。

経常収益とは、貸出金利息や
役務取引等による収益など
から構成され、一般企業の
売上高に相当するものです。

業務純益 当期純利益経常利益

平成25年9月30日現在
834,203

863
3,281
1,578

914
1,438,526
2,177,612

386
22,740
53,214
5,485
8,600
3,889

△ 14,682

4,536,614

(△ 10,252)

平成25年9月30日現在
4,200,483

35,920
38,288

1
19,449

750
16

13,509
824
252
321
223

4,844
3,889

4,318,775

21,836
179,161
200,998

8,821
△ 3

8,022
16,840
217,838
4,536,614

平成25年4月1日から
平成25年9月30日まで

35,707
27,496
19,774
5,746
3,116
3,138
1,956
28,170

2,843
2,561
2,638
2,212

19,195
1,279
7,536

0
39

7,497
2,138

163
2,301
5,195
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貸借対照表

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成26年9月30日現在
940,538

862
2,980
2,095

987
1,403,364
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816
22,261
52,752
4,424
6,220
4,488

△ 15,105

4,680,733

(△ 11,926)

（資産の部）
現 金 ・ 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

平成26年9月30日現在
4,262,617

97,700
46,311

4
16,399

739
－

13,113
876
221
240
218

4,853
4,488

4,447,784

21,474
189,090
210,565
14,369

1
8,013

22,384
232,949
4,680,733

（負債の部）
預 金 積 金
借 用 金
コ ー ル マ ネ ー
外 国 為 替
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
預 金 払 戻 損 失 引 当 金
偶 発 損 失 引 当 金
懸 賞 金 支 払 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計

出 資 金
利 益 剰 余 金
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

（純資産の部）

（単位：百万円）

利回りの低下に伴う資金運用収益の減少等により、業務純益は６４億円と前年同期比５億円減少しました。一方で、不良
債権処理額が前年同期比７億円減少したこと等により、経常利益は７５億円とほぼ前年並みとなりました。当期純利益は
５５億円と前年同期比３億円の増加となりました。

損益の状況

損益計算書
（単位：百万円）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

う ち 貸 出 金 利 息
うち有価証券利息配当金

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益
経 常 費 用

資 金 調 達 費 用
う ち 預 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用
経 常 利 益

特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

平成26年4月1日から
平成26年9月30日まで

33,423
26,017
19,142
4,864
3,184
2,436
1,783
25,823

2,344
2,064
2,683

945
19,301

549
7,599

0
28

7,570
1,878

178
2,056
5,514

平成25年
9月期

平成26年
9月期

6,4186,995

平成25年
9月期

7,5997,536

平成26年
9月期

平成25年
9月期

平成26年
9月期

5,5145,195

経常費用とは、預金利息や
経費などから構成され、一般
企業の売上原価に相当する
ものです。

当期純利益とは、当金庫が
上半期中に得た純利益で、経常
利益から特別利益・特別損失
を加減算し、税金などを差し
引いたものです。

経常収益とは、貸出金利息や
役務取引等による収益など
から構成され、一般企業の
売上高に相当するものです。

業務純益 当期純利益経常利益

平成25年9月30日現在
834,203

863
3,281
1,578

914
1,438,526
2,177,612

386
22,740
53,214
5,485
8,600
3,889

△ 14,682

4,536,614

(△ 10,252)

平成25年9月30日現在
4,200,483

35,920
38,288

1
19,449

750
16

13,509
824
252
321
223

4,844
3,889

4,318,775

21,836
179,161
200,998

8,821
△ 3

8,022
16,840
217,838
4,536,614
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19,195
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0
39

7,497
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2,301
5,195
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　不良債権については、金融再生法に基づく「金融再生法開示債権」と、信用金庫法に基づく「リスク管理債権」の開示が義務付けられてい
ます。金融再生法開示債権は債務保証見返など貸出金以外の債権も対象としているのに対し、リスク管理債権は貸出金のみを対象として
いるのが相違点です。
　当金庫の不良債権に対する担保・保証・引当金を合わせた保全率は 83.19％となっており、引き続き十分な引当水準となっています。
十分な引当を行い経営の健全性を確保しつつ、地域の発展・支援に貢献することが当金庫の使命であると考えております。

不良債権の開示

総与信 非分類
自己査定

22,595

Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

21

45

－

20

1,072

－

－

265

3,598

8

4

349

1,164

12

20

457

2,434

17,857 17,857

Ⅰ. 平成２６年９月期における自己査定と開示債権の状況（単体ベース）

※ 上記開示額は、平成２６年９月末を基準日として自己査定を行い、この結果に基づき算出しています。
同年４月１日から９月末までに倒産・不渡り等、及び業況悪化により債務者区分の引下げがあった債務者についてすべて開示しています。

※ 上半期での必要償却・引当額は、９月末時点の債権残高にて算出しています。
ただし、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、無価値と認められる部分（＝Ⅳ分類）を直接償却し減額して開示しています。

（Ⅳ分類・直接償却相当額は４億円です。）
※ 「金融再生法による開示」には当金庫が保証する私募債の額を含んでいます。

金融再生法による開示

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

正 常 債 権

小　　　計

要管理債権

危 険 債 権

合 計

1,230

21,368

22,598

リスク管理債権

破綻先債権

延 滞 債 権

計

21

1,116

－

90

1,228

3カ月以上
延 滞 債 権
貸 出 条 件
緩 和 債 権

66

1,072

90

破　綻　先

実質破綻先

破綻懸念先

要 注 意 先

正　常　先

合　　　計

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

金融再生法による
開示残高

Ⅲ. 平成25年9月期との金融再生法開示債権比較

開示残高（A） 担保・保証による
回収見込み額（B）

担保・保証（B）＋引当金（C）
＝保全額（D）

保全率
D／A区　分

Ⅱ. 金融再生法による開示債権と保全の状況

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 66

不良債権に対する保全率
保全額　  1,023億円
債権額　  1,230億円

83.19%＝＝

平成26年9月期
引当金残高（C）

危 険 債 権

要管理債権

小　　　計

正 常 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　　　計

正 常 債 権

合　　　　　計

合　　　計

1,072

90

1,230

21,368

22,598

46

807

45

899

18,039

18,939

20

98

4

123

27

150

66

906

50

1,023

18,066

19,090

100.00%

84.51%

55.38%

83.19%

84.55%

84.47%

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成26年9月期 構成比

66

1,072

90

1,230

21,368

22,598

0.30%

4.75%

0.40%

5.44%

94.56%

100.00%

有価証券の状況
●売買目的有価証券

 当期損益に含まれた評価差額
平成26年9月期

7     

（単位：百万円）

有
価
証
券
の
状
況
・
預
り
資
産

不
良
債
権
に
つ
い
て

平成25年9月期
1

平成25年9月期 構成比

91

1,482

156

1,730

20,097

21,827

0.42%

6.79%

0.72%

7.93%

92.07%

100.00%

●子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの 該当ありません。

●満期保有目的の債券

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国　　債
地 方 債
社　　債
そ の 他

国　　債
地 方 債
社　　債
そ の 他

小計

小計
合 　　　　　　　　計

種類

（単位：百万円）

平成26年9月期
貸借対照表計上額 時価 差額

平成25年9月期
貸借対照表計上額 時価 差額

10,000
10,978
40,758
5,030

66,767
12,500
1,000

－
－

13,500
80,267

10,045
11,356
42,330
5,060

68,792
12,497
1,000

－
－

13,497
82,289

45
378

1,571
30

2,025
△ 2

－
－
－

△ 2
2,022

10,000
10,025
28,351
2,191

50,568
12,500
1,000

72
2,189

15,761
66,329

10,002
10,334
29,748
2,213

52,299
12,490
1,000

71
2,186

15,748
68,048

2
309

1,397
22

1,731
△ 9

－
△0
△ 2

△ 12
1,718

（注）1．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。   

預り資産残高の推移

●その他有価証券

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式
債券
　うち国債
　うち地方債
　うち社債
その他

株式
債券
　うち国債

　うち地方債
　うち社債
その他

小計

小計
合 　　　　　　　　計

種類

（単位：百万円）

平成26年9月期
貸借対照表計上額 取得原価 差額

平成25年9月期
貸借対照表計上額 取得原価 差額

19,431
990,589
589,680
53,370

347,538
74,738

1,084,759
944

218,981
169,135

9,313
40,532
52,553

272,479
1,357,238

13,378
983,911
586,436
52,394

345,080
72,937

1,070,227
1,032

220,130
169,908

9,499
40,722
53,742

274,906
1,345,133

6,053
6,678
3,244

976
2,458
1,800

14,531
△ 88

△ 1,149
△ 772
△ 186
△ 189

△ 1,189
△ 2,426

12,105

25,921
1,145,865

665,733
90,212

389,919
100,176

1,271,963
2,801

12,334
－

5,052
7,282

48,902
64,037

1,336,001

16,044
1,137,285

661,461
88,597

387,227
97,623

1,250,954
3,041

12,443
－

5,080
7,363

49,830
65,315

1,316,270

9,877
8,579
4,272
1,615
2,691
2,552

21,009
△ 240
△ 109

－
△ 27
△ 81

△ 928
△ 1,278

19,731

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。   
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。   
　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。   

平成26年9月期
24,573　
4,800

43,852　

（単位：百万円）

投 資 信 託
外貨預金（中信オープン外貨定期）
公 共 債

（注）投資信託・外貨預金・公共債はそれぞれ期末の残高です。

平成25年9月期
22,471　
5,901

62,273　
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　不良債権については、金融再生法に基づく「金融再生法開示債権」と、信用金庫法に基づく「リスク管理債権」の開示が義務付けられてい
ます。金融再生法開示債権は債務保証見返など貸出金以外の債権も対象としているのに対し、リスク管理債権は貸出金のみを対象として
いるのが相違点です。
　当金庫の不良債権に対する担保・保証・引当金を合わせた保全率は 83.19％となっており、引き続き十分な引当水準となっています。
十分な引当を行い経営の健全性を確保しつつ、地域の発展・支援に貢献することが当金庫の使命であると考えております。

不良債権の開示

総与信 非分類
自己査定

22,595

Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

21

45

－

20

1,072

－

－

265

3,598

8

4

349

1,164

12

20

457

2,434

17,857 17,857

Ⅰ. 平成２６年９月期における自己査定と開示債権の状況（単体ベース）

※ 上記開示額は、平成２６年９月末を基準日として自己査定を行い、この結果に基づき算出しています。
同年４月１日から９月末までに倒産・不渡り等、及び業況悪化により債務者区分の引下げがあった債務者についてすべて開示しています。

※ 上半期での必要償却・引当額は、９月末時点の債権残高にて算出しています。
ただし、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、無価値と認められる部分（＝Ⅳ分類）を直接償却し減額して開示しています。

（Ⅳ分類・直接償却相当額は４億円です。）
※ 「金融再生法による開示」には当金庫が保証する私募債の額を含んでいます。

金融再生法による開示

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

正 常 債 権

小　　　計

要管理債権

危 険 債 権

合 計

1,230

21,368

22,598

リスク管理債権

破綻先債権

延 滞 債 権

計

21

1,116

－

90

1,228

3カ月以上
延 滞 債 権
貸 出 条 件
緩 和 債 権

66

1,072

90

破　綻　先

実質破綻先

破綻懸念先

要 注 意 先

正　常　先

合　　　計

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

金融再生法による
開示残高

Ⅲ. 平成25年9月期との金融再生法開示債権比較

開示残高（A） 担保・保証による
回収見込み額（B）

担保・保証（B）＋引当金（C）
＝保全額（D）

保全率
D／A区　分

Ⅱ. 金融再生法による開示債権と保全の状況

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 66

不良債権に対する保全率
保全額　  1,023億円
債権額　  1,230億円

83.19%＝＝

平成26年9月期
引当金残高（C）

危 険 債 権

要管理債権

小　　　計

正 常 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　　　計

正 常 債 権

合　　　　　計

合　　　計

1,072

90

1,230

21,368

22,598

46

807

45

899

18,039

18,939

20

98

4

123

27

150

66

906

50

1,023

18,066

19,090

100.00%

84.51%

55.38%

83.19%

84.55%

84.47%

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成26年9月期 構成比

66

1,072

90

1,230

21,368

22,598

0.30%

4.75%

0.40%

5.44%

94.56%

100.00%

有価証券の状況
●売買目的有価証券

 当期損益に含まれた評価差額
平成26年9月期

7     

（単位：百万円）

有
価
証
券
の
状
況
・
預
り
資
産

不
良
債
権
に
つ
い
て

平成25年9月期
1

平成25年9月期 構成比

91

1,482

156

1,730

20,097

21,827

0.42%

6.79%

0.72%

7.93%

92.07%

100.00%

●子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの 該当ありません。

●満期保有目的の債券

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国　　債
地 方 債
社　　債
そ の 他

国　　債
地 方 債
社　　債
そ の 他

小計

小計
合 　　　　　　　　計

種類

（単位：百万円）

平成26年9月期
貸借対照表計上額 時価 差額

平成25年9月期
貸借対照表計上額 時価 差額

10,000
10,978
40,758
5,030

66,767
12,500
1,000

－
－

13,500
80,267

10,045
11,356
42,330
5,060

68,792
12,497
1,000

－
－

13,497
82,289

45
378

1,571
30

2,025
△ 2

－
－
－

△ 2
2,022

10,000
10,025
28,351
2,191

50,568
12,500
1,000

72
2,189

15,761
66,329

10,002
10,334
29,748
2,213

52,299
12,490
1,000

71
2,186

15,748
68,048

2
309

1,397
22

1,731
△ 9

－
△0

△ 2
△ 12
1,718

（注）1．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。   

預り資産残高の推移

●その他有価証券

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式
債券
　うち国債
　うち地方債
　うち社債
その他

株式
債券
　うち国債

　うち地方債
　うち社債
その他

小計

小計
合 　　　　　　　　計

種類

（単位：百万円）

平成26年9月期
貸借対照表計上額 取得原価 差額

平成25年9月期
貸借対照表計上額 取得原価 差額

19,431
990,589
589,680
53,370

347,538
74,738

1,084,759
944

218,981
169,135

9,313
40,532
52,553

272,479
1,357,238

13,378
983,911
586,436
52,394

345,080
72,937

1,070,227
1,032

220,130
169,908

9,499
40,722
53,742

274,906
1,345,133

6,053
6,678
3,244

976
2,458
1,800

14,531
△ 88

△ 1,149
△ 772
△ 186
△ 189

△ 1,189
△ 2,426

12,105

25,921
1,145,865

665,733
90,212

389,919
100,176

1,271,963
2,801

12,334
－

5,052
7,282

48,902
64,037

1,336,001

16,044
1,137,285

661,461
88,597

387,227
97,623

1,250,954
3,041

12,443
－

5,080
7,363

49,830
65,315

1,316,270

9,877
8,579
4,272
1,615
2,691
2,552

21,009
△ 240
△ 109

－
△ 27
△ 81

△ 928
△ 1,278

19,731

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。   
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。   
　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。   

平成26年9月期
24,573　
4,800

43,852　

（単位：百万円）

投 資 信 託
外貨預金（中信オープン外貨定期）
公 共 債

（注）投資信託・外貨預金・公共債はそれぞれ期末の残高です。

平成25年9月期
22,471　
5,901

62,273　



自己資本比率の状況について〈単体〉

○新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ国内基準）
新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ国内基準）は、平成２６年３月期から導入されています。バーゼルⅢ国内基準では、従来の最低自己資本比率（４％）を維持する
一方、自己資本の質の向上が図られています。

○自己資本の額
「自己資本の額」＝「コア資本に係る基礎項目」－「コア資本に係る調整項目」
従来「基本的項目（Tier１）」と「補完的項目（Tier２）」で構成されていた自己資本は、出資金・内部留保（利益剰余金－外部流出予定額）等を中心とした「コア資本」
へ一本化されました。

（注）　　自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第８９条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保
有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２１号）」が改正され、平成２６年３月３１日か
ら改正後の告示が適用されたことから、平成２５年9月期においては旧告示に基づく開示、平成２６年9月期においては新告示に基づく開示を行っております。な
お、当金庫は国内基準を採用しております。

項　　　　　目 平成２６年９月期
経過措置による不算入額

（単位：百万円）

●単体自己資本比率（バーゼルⅢ国内基準）

コア資本に係る

基礎項目（イ）

コア資本に係る

調整項目（ロ）

リスク・アセット等 （ニ）

自己資本の額（ハ）

自己資本比率

普通出資に係る会員勘定の額

 うち、出資金の額

 うち、利益剰余金の額

一般貸倒引当金の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価差額の４５％相当額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

 （イ）

無形固定資産の額

 （ロ）

 （イ）－（ロ）

信用リスク・アセットの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

 （ニ）

210,565

21,474

189,090

3,178

8,404

5,790

227,938

－

－

227,938

1,880,896

94,250

1,975,146

11.54%

3,192 

（ハ）

（ニ）

項　　　　　目

（単位：百万円）【平成25年9月期】
●単体自己資本比率（バーゼルⅡ国内基準）

基本的項目（A）

（Tier1）

補完的項目（B）

（Tier2）

控除項目（D）

自己資本総額（C）

自己資本額（E）

リスク・アセット等（F）

○基本的項目（Tier1）
中核的自己資本ともいい、自己資本のうち、会員のみなさまからの出資金や、過去からの内部留保の積上げである特別積立金等の利益剰余金などから
構成されています。

○補完的項目（Tier2）
自己資本のうち、一般貸倒引当金や土地再評価差額の45％相当額、負債性資本調達手段等から構成されています。

○リスク・アセット
リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）を、リスクの大きさに応じて掛け目を乗じ、再評価した資産金額のことです。

出資金

利益準備金

特別積立金

繰越金（当期末残高）

処分未済持分　

その他有価証券の評価差損

 計（A）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額

一般貸倒引当金

負債性資本調達手段等

 計（B）

 （A）＋（B）

他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控除項目不算入額

 計（D）

 （C）－（D）

資産（オン・バランス項目）

オフ・バランス取引等項目

オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額

 計（F）

21,836

22,250

150,119

6,790

－

－

200,998

5,790

4,429

9,600

19,819

220,818

10,900

△ 10,900

－

220,818

1,775,279

12,946

97,064

1,885,291

10.66%

11.71%

平成25年9月期

単体Tier1比率

単体自己資本比率

（A）

（F）

（E）

（F）

【平成26年9月期】

   平成２６年９月期の自己資本比率は、新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ国内基準）が導入されたことにより、前年同期比
０.１７ポイント低下の１１.５４％となりましたが、金融機関の健全性を示す基準となる水準（国内基準４％）を大きく上回ってお
ります。

10
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自己資本比率の状況について〈単体〉

○新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ国内基準）
新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ国内基準）は、平成２６年３月期から導入されています。バーゼルⅢ国内基準では、従来の最低自己資本比率（４％）を維持する
一方、自己資本の質の向上が図られています。

○自己資本の額
「自己資本の額」＝「コア資本に係る基礎項目」－「コア資本に係る調整項目」
従来「基本的項目（Tier１）」と「補完的項目（Tier２）」で構成されていた自己資本は、出資金・内部留保（利益剰余金－外部流出予定額）等を中心とした「コア資本」
へ一本化されました。

（注）　　自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第８９条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保
有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２１号）」が改正され、平成２６年３月３１日か
ら改正後の告示が適用されたことから、平成２５年9月期においては旧告示に基づく開示、平成２６年9月期においては新告示に基づく開示を行っております。な
お、当金庫は国内基準を採用しております。

項　　　　　目 平成２６年９月期
経過措置による不算入額

（単位：百万円）

●単体自己資本比率（バーゼルⅢ国内基準）

コア資本に係る

基礎項目（イ）

コア資本に係る

調整項目（ロ）

リスク・アセット等 （ニ）

自己資本の額（ハ）

自己資本比率

普通出資に係る会員勘定の額

 うち、出資金の額

 うち、利益剰余金の額

一般貸倒引当金の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価差額の４５％相当額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

 （イ）

無形固定資産の額

 （ロ）

 （イ）－（ロ）

信用リスク・アセットの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

 （ニ）

210,565

21,474

189,090

3,178

8,404

5,790

227,938

－

－

227,938

1,880,896

94,250

1,975,146

11.54%

3,192 

（ハ）

（ニ）

項　　　　　目

（単位：百万円）【平成25年9月期】
●単体自己資本比率（バーゼルⅡ国内基準）

基本的項目（A）

（Tier1）

補完的項目（B）

（Tier2）

控除項目（D）

自己資本総額（C）

自己資本額（E）

リスク・アセット等（F）

○基本的項目（Tier1）
中核的自己資本ともいい、自己資本のうち、会員のみなさまからの出資金や、過去からの内部留保の積上げである特別積立金等の利益剰余金などから
構成されています。

○補完的項目（Tier2）
自己資本のうち、一般貸倒引当金や土地再評価差額の45％相当額、負債性資本調達手段等から構成されています。

○リスク・アセット
リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）を、リスクの大きさに応じて掛け目を乗じ、再評価した資産金額のことです。

出資金

利益準備金

特別積立金

繰越金（当期末残高）

処分未済持分　

その他有価証券の評価差損

 計（A）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額

一般貸倒引当金

負債性資本調達手段等

 計（B）

 （A）＋（B）

他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控除項目不算入額

 計（D）

 （C）－（D）

資産（オン・バランス項目）

オフ・バランス取引等項目

オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額

 計（F）

21,836

22,250

150,119

6,790

－

－

200,998

5,790

4,429

9,600

19,819

220,818

10,900

△ 10,900

－

220,818

1,775,279

12,946

97,064

1,885,291

10.66%

11.71%

平成25年9月期

単体Tier1比率

単体自己資本比率

（A）

（F）

（E）

（F）

【平成26年9月期】

   平成２６年９月期の自己資本比率は、新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ国内基準）が導入されたことにより、前年同期比
０.１７ポイント低下の１１.５４％となりましたが、金融機関の健全性を示す基準となる水準（国内基準４％）を大きく上回ってお
ります。
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（注） 1 .オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
2.「3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
3.上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
4 .CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5 .業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。なお、4ページに記載している業種別区分とは異なり、個人事業者への貸出金（住宅・消費・納税資金等）を個人のエクスポー

ジャーに含めておりません。

イ.信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
〈地域別、業種別及び残存期間別〉

●信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

（単位：百万円）平成26年9月期

（単位：百万円）平成25年9月期

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高　

債券 デリバティブ取引
3ヵ月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外
のオフ・バランス取引

預け金

国内
国外

地域別合計
製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業
小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス

小計
国・地方公共団体等
個人
その他

業種別合計
1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10年超
期間の定めのないもの

残存期間別合計

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

2,371,191
31,972

2,403,164
152,611

1,599
̶

988
139,777

424
5,940

19,903
89,999
61,174
40,125

495,095
6,223

14,510
13,371
37,904
45,882

9,248
61,308
55,645

1,251,733
206,338
943,912

1,179
2,403,164

340,297
99,910

184,352
142,724
243,395

1,350,514
41,969

2,403,164

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高　

債券 デリバティブ取引
3ヵ月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外
のオフ・バランス取引

預け金

国内
国外

地域別合計
製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業
小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス

小計
国・地方公共団体等
個人
その他

業種別合計
1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10年超
期間の定めのないもの

残存期間別合計

4,533,522
68,602

4,602,124
214,485

1,823
̶

1,046
144,214

43,582
20,862
26,773
93,301
67,698

977,329
466,651

9,457
14,655
13,569
39,453
47,731

9,264
55,045
51,918

2,298,864
1,206,730

917,535
178,994

4,602,124
556,270
989,174
740,508
303,739
360,348

1,362,619
289,463

4,602,124

4,734,335
90,843

4,825,179
206,851

1,599
̶

988
143,477

21,727
15,848
26,116
95,812
63,177

1,097,150
498,416

8,242
14,510
13,371
37,904
46,482

9,248
61,808
55,645

2,418,380
1,281,346

943,912
181,540

4,825,179
974,729
606,440
717,741
296,972
547,506

1,384,362
297,426

4,825,179

1,276,304
56,609

1,332,913
54,240

̶
̶
̶

3,700
21,303

9,908
6,212
5,808
2,002

148,290
3,321
2,019

̶
̶
̶

599
̶

500
̶

257,906
1,075,007

̶
̶

1,332,913
212,022
151,428
477,273
154,230
304,110

33,847
̶

1,332,913

904,391
2,004

906,395
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

906,395
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

906,395
̶
̶
̶

906,395
420,300
355,000

56,000
̶
̶
̶

75,095
906,395

2,345
̶

2,345
0

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
4
0

2,339
̶
̶
̶
̶
̶
0

̶
̶
̶

2,345
̶
̶
̶

2,345
2,110

101
115

18
̶
̶
̶

2,345

3,817
̶

3,817
280

̶
̶

          ̶
435

̶
̶

44
123
170

̶
704

̶
30
19

123
71
̶

599
110

2,715
̶

1,101
̶

3,817

2,227,618
16,105

2,243,723
153,403

1,823
̶

1,046
140,414

415
6,077

19,573
87,646
64,691
22,103

463,476
7,654

14,655
13,569
39,453
47,130

9,264
54,545
51,918

1,198,864
122,285
917,535

5,038
2,243,723

278,592
94,433

126,049
133,555
253,050

1,316,724
41,316

2,243,723

1,332,690
51,806

1,384,496
61,080

̶
̶
̶

3,800
43,166
14,785

7,199
5,647
3,006

155,287
3,174
1,802

̶
̶
̶

599
̶

500
̶

300,051
1,084,445

̶
̶

1,384,496
162,579
334,440
564,099
170,184
107,298

45,894
̶

1,384,496

4,420
̶

4,420
385

̶
̶
̶

561
̶
9

41
170
256

̶
1,123

̶
17
28

153
̶
̶

91
203

3,042
̶

1,378
̶

4,420

1,957
̶

1,957
1

̶
̶
̶
0

̶
̶
̶
7

̶
1,947

̶
̶
̶
̶
̶
1

̶
̶
̶

1,957
̶
̶
̶

1,957
1,598

̶
359

̶
̶
̶
̶

1,957

797,487
503

797,991
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

797,991
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

797,991
̶
̶
̶

797,991
113,500
560,300

50,000
̶
̶
̶

74,191
797,991

（単位：百万円）

平成26年9月期

●自己資本の充実度に関する事項

（注）1.所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
2.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
3.「3ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中

央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
4.当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しています。

5.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷8％

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

平成25年9月期

1,788,226
1,786,398

̶
̶

125
̶
̶

134
̶

1,536
12,844

1,433
190,537
430,787
570,422
115,743
338,409

4,921
96

5,395
̶

37,430

76,577

256
̶
̶

256
̶

1,571

97,064
1,885,291

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

イ.信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計
　　①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー
　　　　現金
　　　　我が国の中央政府及び中央銀行向け
　　　　外国の中央政府及び中央銀行向け
　　　　国際決済銀行等向け
　　　　我が国の地方公共団体向け
　　　　外国の中央政府等以外の公共部門向け
　　　　国際開発銀行向け
　　　　地方公共団体金融機構向け
　　　　我が国の政府関係機関向け
　　　　地方三公社向け
　　　　金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
　　　　法人等向け
　　　　中小企業等向け及び個人向け
　　　　抵当権付住宅ローン
　　　　不動産取得等事業向け
　　　　3ヵ月以上延滞等
　　　　取立未済手形
　　　　信用保証協会等による保証付
　　　　株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
　　　　出資等

　　　　上記以外

　　②証券化エクスポージャー
　　　　証券化（オリジネーター）
　　　　（うち再証券化）
　　　　証券化（オリジネーター以外）
　　　　（うち再証券化）
　　③複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産
　　④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
　　⑤　
　　⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額
　　⑦中央清算機関関連エクスポージャー
ロ.オペレーショナル・リスク
ハ.単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出資等に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る
調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係る
エクスポージャー
上記以外のエクスポージャー

出資等のエクスポージャー

重要な出資のエクスポージャー

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに
係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

71,529
71,455

̶
̶
5

̶
̶
5

̶
61

513
57

7,621
17,231
22,816

4,629
13,536

196
3

215
̶

1,497

3,063

10
̶
̶

10
̶

62

3,882
75,411

1,880,896
1,885,427

̶
̶

144
̶
̶

114
3

1,482
11,736

1,244
201,305
435,584
590,888
117,756
350,732

4,294
86

6,029
̶

30,665
30,665

̶
133,359

48,782
14,524
19,918
50,133

196
̶
̶

196
̶

1,156
16,059

△ 24,120
2,166

11
94,250

1,975,146

75,235
75,417

̶
̶
5

̶
̶
4
0

59
469

49
8,052

17,423
23,635

4,710
14,029

171
3

241
̶

1,226
1,226

̶
5,334
1,951

580
796

2,005
7

̶
̶
7

̶
46

642
△ 964

86
0

3,770
79,005
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（注） 1 .オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
2.「3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
3.上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
4 .CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5 .業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。なお、4ページに記載している業種別区分とは異なり、個人事業者への貸出金（住宅・消費・納税資金等）を個人のエクスポー

ジャーに含めておりません。

イ.信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
〈地域別、業種別及び残存期間別〉

●信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

（単位：百万円）平成26年9月期

（単位：百万円）平成25年9月期

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高　

債券 デリバティブ取引
3ヵ月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外
のオフ・バランス取引

預け金

国内
国外

地域別合計
製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業
小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス

小計
国・地方公共団体等
個人
その他

業種別合計
1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10年超
期間の定めのないもの

残存期間別合計

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

2,371,191
31,972

2,403,164
152,611

1,599
̶

988
139,777

424
5,940

19,903
89,999
61,174
40,125

495,095
6,223

14,510
13,371
37,904
45,882

9,248
61,308
55,645

1,251,733
206,338
943,912

1,179
2,403,164

340,297
99,910

184,352
142,724
243,395

1,350,514
41,969

2,403,164

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高　

債券 デリバティブ取引
3ヵ月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外
のオフ・バランス取引

預け金

国内
国外

地域別合計
製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業
小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス

小計
国・地方公共団体等
個人
その他

業種別合計
1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10年超
期間の定めのないもの

残存期間別合計

4,533,522
68,602

4,602,124
214,485

1,823
̶

1,046
144,214

43,582
20,862
26,773
93,301
67,698

977,329
466,651

9,457
14,655
13,569
39,453
47,731

9,264
55,045
51,918

2,298,864
1,206,730

917,535
178,994

4,602,124
556,270
989,174
740,508
303,739
360,348

1,362,619
289,463

4,602,124

4,734,335
90,843

4,825,179
206,851

1,599
̶

988
143,477

21,727
15,848
26,116
95,812
63,177

1,097,150
498,416

8,242
14,510
13,371
37,904
46,482

9,248
61,808
55,645

2,418,380
1,281,346

943,912
181,540

4,825,179
974,729
606,440
717,741
296,972
547,506

1,384,362
297,426

4,825,179

1,276,304
56,609

1,332,913
54,240

̶
̶
̶

3,700
21,303

9,908
6,212
5,808
2,002

148,290
3,321
2,019

̶
̶
̶

599
̶

500
̶

257,906
1,075,007

̶
̶

1,332,913
212,022
151,428
477,273
154,230
304,110

33,847
̶

1,332,913

904,391
2,004

906,395
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

906,395
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

906,395
̶
̶
̶

906,395
420,300
355,000

56,000
̶
̶
̶

75,095
906,395

2,345
̶

2,345
0

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
4
0

2,339
̶
̶
̶
̶
̶
0

̶
̶
̶

2,345
̶
̶
̶

2,345
2,110

101
115

18
̶
̶
̶

2,345

3,817
̶

3,817
280

̶
̶

          ̶
435

̶
̶

44
123
170

̶
704

̶
30
19

123
71
̶

599
110

2,715
̶

1,101
̶

3,817

2,227,618
16,105

2,243,723
153,403

1,823
̶

1,046
140,414

415
6,077

19,573
87,646
64,691
22,103

463,476
7,654

14,655
13,569
39,453
47,130

9,264
54,545
51,918

1,198,864
122,285
917,535

5,038
2,243,723

278,592
94,433

126,049
133,555
253,050

1,316,724
41,316

2,243,723

1,332,690
51,806

1,384,496
61,080

̶
̶
̶

3,800
43,166
14,785

7,199
5,647
3,006

155,287
3,174
1,802

̶
̶
̶

599
̶

500
̶

300,051
1,084,445

̶
̶

1,384,496
162,579
334,440
564,099
170,184
107,298

45,894
̶

1,384,496

4,420
̶

4,420
385

̶
̶
̶

561
̶
9

41
170
256

̶
1,123

̶
17
28

153
̶
̶

91
203

3,042
̶

1,378
̶

4,420

1,957
̶

1,957
1

̶
̶
̶
0

̶
̶
̶
7

̶
1,947

̶
̶
̶
̶
̶
1

̶
̶
̶

1,957
̶
̶
̶

1,957
1,598

̶
359

̶
̶
̶
̶

1,957

797,487
503

797,991
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

797,991
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

797,991
̶
̶
̶

797,991
113,500
560,300

50,000
̶
̶
̶

74,191
797,991

（単位：百万円）

平成26年9月期

●自己資本の充実度に関する事項

（注）1.所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
2.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
3.「3ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中

央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
4.当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しています。

5.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷8％

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

平成25年9月期

1,788,226
1,786,398

̶
̶

125
̶
̶

134
̶

1,536
12,844

1,433
190,537
430,787
570,422
115,743
338,409

4,921
96

5,395
̶

37,430

76,577

256
̶
̶

256
̶

1,571

97,064
1,885,291

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     

イ.信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計
　　①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー
　　　　現金
　　　　我が国の中央政府及び中央銀行向け
　　　　外国の中央政府及び中央銀行向け
　　　　国際決済銀行等向け
　　　　我が国の地方公共団体向け
　　　　外国の中央政府等以外の公共部門向け
　　　　国際開発銀行向け
　　　　地方公共団体金融機構向け
　　　　我が国の政府関係機関向け
　　　　地方三公社向け
　　　　金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
　　　　法人等向け
　　　　中小企業等向け及び個人向け
　　　　抵当権付住宅ローン
　　　　不動産取得等事業向け
　　　　3ヵ月以上延滞等
　　　　取立未済手形
　　　　信用保証協会等による保証付
　　　　株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
　　　　出資等

　　　　上記以外

　　②証券化エクスポージャー
　　　　証券化（オリジネーター）
　　　　（うち再証券化）
　　　　証券化（オリジネーター以外）
　　　　（うち再証券化）
　　③複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産
　　④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
　　⑤　
　　⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額
　　⑦中央清算機関関連エクスポージャー
ロ.オペレーショナル・リスク
ハ.単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出資等に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る
調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係る
エクスポージャー
上記以外のエクスポージャー

出資等のエクスポージャー

重要な出資のエクスポージャー

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに
係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

71,529
71,455

̶
̶
5

̶
̶
5

̶
61

513
57

7,621
17,231
22,816

4,629
13,536

196
3

215
̶

1,497

3,063

10
̶
̶

10
̶

62

3,882
75,411

1,880,896
1,885,427

̶
̶

144
̶
̶

114
3

1,482
11,736

1,244
201,305
435,584
590,888
117,756
350,732

4,294
86

6,029
̶

30,665
30,665

̶
133,359

48,782
14,524
19,918
50,133

196
̶
̶

196
̶

1,156
16,059

△ 24,120
2,166

11
94,250

1,975,146

75,235
75,417

̶
̶
5

̶
̶
4
0

59
469

49
8,052

17,423
23,635

4,710
14,029

171
3

241
̶

1,226
1,226

̶
5,334
1,951

580
796

2,005
7

̶
̶
7

̶
46

642
△ 964

86
0

3,770
79,005

自
己
資
本
比
率
の
状
況
に
つ
い
て

自
己
資
本
比
率
の
状
況
に
つ
い
て
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ロ.一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

ハ.業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

（単位：百万円）

平成25年9月期
平成26年9月期
平成25年9月期
平成26年9月期
平成25年9月期
平成26年9月期

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合計

期首残高 当期増加額 当期減少額
その他目的使用

4,332
3,745

10,810
11,653
15,143
15,399

̶
̶

220
47

220
47

4,429
3,178

10,252
11,926
14,682
15,105

4,332
3,745

11,031
11,700
15,364
15,446

期末残高

4,429
3,178

10,252
11,926
14,682
15,105

（注）1.当金庫は、国外のエクスポージャーに対する個別貸倒引当金及び貸出金償却について該当がないため、「地域別」の区分は省略しております。
2.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）1.格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
2.エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（単位：百万円）

製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業
小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス業

小計
国・地方公共団体等
個人

合計

個別貸倒引当金

期首残高 当期増加額 期末残高当期減少額
目的使用 その他

貸出金償却

（単位：百万円）平成26年9月期

（単位：百万円）ニ.リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

       0％
     10％
     20％
     35％
     50％
     75％
   100％
   150％
   250％
1,250%
   その他

合　　　　計

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

平成26年9月期

1,378,838
188,892
873,640
330,706

2,391
741,352
835,617

2,870
̶
̶
̶

4,354,310

26,944
̶

66,262
̶

120,672
̶

5,271
̶
̶
̶
̶

219,150

1,425,960
184,447

1,012,774
336,454

1,093
767,937
863,757

2,202
11,399

̶
̶

4,606,028

格付適用無し 格付適用無し
21,231

̶
96,532

̶
119,539

̶
8,599
1,912

̶
̶
̶

247,814

格付適用有り 格付適用有り
平成25年9月期

平成25年9月期

2,047
2

̶
̶

601
̶
6

238
2,276

222
3

4,036
8

14
625
156
647

6
373
174

11,440
̶

259
11,700

2,425
6

̶
̶

1,005
̶
3

209
2,044

196
3

4,008
8

14
535
219
416

2
557

45
11,703

̶
223

11,926

35
̶
̶
̶
9

̶
̶
̶
0
1

̶
̶
̶
̶
̶
0

̶
̶
̶
̶

47
̶
̶

47

2,011
2

̶
̶

591
̶
6

238
2,275

221
3

4,036
8

14
625
155
647

6
373
174

11,393
̶

259
11,653

2,425
6

̶
̶

1,005
̶
3

209
2,044

196
3

4,008
8

14
535
219
416

2
557

45
11,703

̶
223

11,926

245
̶
̶
̶

95
̶
̶
̶

13
16
̶

46
̶
̶
̶
1

̶
̶
̶
̶

418
̶

14
433

製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業
小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス

小計
国・地方公共団体等
個人

合計

個別貸倒引当金

期首残高 当期増加額 期末残高当期減少額
目的使用 その他

貸出金償却

1,881
̶
̶
̶

928
̶

72
241

1,370
287

4
4,005

11
19

276
245
723
156
233
294

10,751
̶

280
11,031

1,725
̶
̶
̶

473
̶
6

161
1,350

265
4

3,893
11
14

348
221
714
142
410
254

9,998
̶

254
10,252

36
̶
̶
̶

13
̶
̶

74
1
2

̶
87
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

217
̶
3

220

1,844
̶
̶
̶

914
̶

72
166

1,369
284

4
3,917

11
19

276
245
723
156
233
294

10,534
̶

276
10,810

1,725
̶
̶
̶

473
̶
6

161
1,350

265
4

3,893
11
14

348
221
714
142
410
254

9,998
̶

254
10,252

179
̶
̶
̶

55
̶
̶

293
8

11
̶

541
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

1,089
̶

19
1,108

（単位：百万円）

●信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（注）グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額はありません。

ポートフォリオ

信用リスク削減手法

信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー

保　証 クレジット・
デリバティブ

平成26年9月期平成26年9月期

－ －

平成25年9月期平成25年9月期

適格金融資産担保

平成26年9月期

31,554 29,587

平成25年9月期

76,934 143,652

　

●証券化エクスポージャーに関する事項
イ. オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　該当ありません。

ロ. 投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
a．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

b．再証券化エクスポージャー
該当ありません。

証券化エクスポージャーの額

平成26年9月期
オフバランス取引オンバランス取引 オフバランス取引オンバランス取引

平成25年9月期

住宅ローン
1,281
1,281

980
980

－
　  －

－
－

（単位：百万円）

（単位：百万円）

与信相当額の算出に用いる方式

グロス再構築コストの額の合計額

カレントエクスポージャー方式

788

平成25年9月期

担保の種類別の額
平成25年9月期
担保はありません

①派生商品取引合計
　　(ⅰ）外国為替関連取引
　　(ⅱ）金利関連取引
　　(ⅲ）金関連取引
　　(ⅳ）株式関連取引
　　(ⅴ）その他コモディティ関連取引
②長期決済期間取引

合　　　　　　　　計

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

平成26年9月期平成25年9月期平成26年9月期
1,957
1,558

50
－

342
6
－

1,957

2,345
2,210

53
－

80
－
－

2,345

平成25年9月期
1,957
1,558

50
－

342
6
－

1,957

2,345
2,210

53
－

80
－
－

2,345

カレントエクスポージャー方式

961

平成26年9月期

平成26年9月期
担保はありません

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
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ロ.一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

ハ.業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

（単位：百万円）

平成25年9月期
平成26年9月期
平成25年9月期
平成26年9月期
平成25年9月期
平成26年9月期

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合計

期首残高 当期増加額 当期減少額
その他目的使用

4,332
3,745

10,810
11,653
15,143
15,399

̶
̶

220
47

220
47

4,429
3,178

10,252
11,926
14,682
15,105

4,332
3,745

11,031
11,700
15,364
15,446

期末残高

4,429
3,178

10,252
11,926
14,682
15,105

（注）1.当金庫は、国外のエクスポージャーに対する個別貸倒引当金及び貸出金償却について該当がないため、「地域別」の区分は省略しております。
2.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）1.格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
2.エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（単位：百万円）

製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業
小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス業

小計
国・地方公共団体等
個人

合計

個別貸倒引当金

期首残高 当期増加額 期末残高当期減少額
目的使用 その他

貸出金償却

（単位：百万円）平成26年9月期

（単位：百万円）ニ.リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

       0％
     10％
     20％
     35％
     50％
     75％
   100％
   150％
   250％
1,250%
   その他

合　　　　計

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

平成26年9月期

1,378,838
188,892
873,640
330,706

2,391
741,352
835,617

2,870
̶
̶
̶

4,354,310

26,944
̶

66,262
̶

120,672
̶

5,271
̶
̶
̶
̶

219,150

1,425,960
184,447

1,012,774
336,454

1,093
767,937
863,757

2,202
11,399

̶
̶

4,606,028

格付適用無し 格付適用無し
21,231

̶
96,532

̶
119,539

̶
8,599
1,912

̶
̶
̶

247,814

格付適用有り 格付適用有り
平成25年9月期

平成25年9月期

2,047
2

̶
̶

601
̶
6

238
2,276

222
3

4,036
8

14
625
156
647

6
373
174

11,440
̶

259
11,700

2,425
6

̶
̶

1,005
̶
3

209
2,044

196
3

4,008
8

14
535
219
416

2
557

45
11,703

̶
223

11,926

35
̶
̶
̶
9

̶
̶
̶
0
1

̶
̶
̶
̶
̶
0

̶
̶
̶
̶

47
̶
̶

47

2,011
2

̶
̶

591
̶
6

238
2,275

221
3

4,036
8

14
625
155
647

6
373
174

11,393
̶

259
11,653

2,425
6

̶
̶

1,005
̶
3

209
2,044

196
3

4,008
8

14
535
219
416

2
557

45
11,703

̶
223

11,926

245
̶
̶
̶

95
̶
̶
̶

13
16
̶

46
̶
̶
̶
1

̶
̶
̶
̶

418
̶

14
433

製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業
小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス

小計
国・地方公共団体等
個人

合計

個別貸倒引当金

期首残高 当期増加額 期末残高当期減少額
目的使用 その他

貸出金償却

1,881
̶
̶
̶

928
̶

72
241

1,370
287

4
4,005

11
19

276
245
723
156
233
294

10,751
̶

280
11,031

1,725
̶
̶
̶

473
̶
6

161
1,350

265
4

3,893
11
14

348
221
714
142
410
254

9,998
̶

254
10,252

36
̶
̶
̶

13
̶
̶

74
1
2

̶
87
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

217
̶
3

220

1,844
̶
̶
̶

914
̶

72
166

1,369
284

4
3,917

11
19

276
245
723
156
233
294

10,534
̶

276
10,810

1,725
̶
̶
̶

473
̶
6

161
1,350

265
4

3,893
11
14

348
221
714
142
410
254

9,998
̶

254
10,252

179
̶
̶
̶

55
̶
̶

293
8

11
̶

541
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

1,089
̶

19
1,108

（単位：百万円）

●信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（注）グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額はありません。

ポートフォリオ

信用リスク削減手法

信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー

保　証 クレジット・
デリバティブ

平成26年9月期平成26年9月期

－ －

平成25年9月期平成25年9月期

適格金融資産担保

平成26年9月期

31,554 29,587

平成25年9月期

76,934 143,652

　

●証券化エクスポージャーに関する事項
イ. オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　該当ありません。

ロ. 投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
a．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

b．再証券化エクスポージャー
該当ありません。

証券化エクスポージャーの額

平成26年9月期
オフバランス取引オンバランス取引 オフバランス取引オンバランス取引

平成25年9月期

住宅ローン
1,281
1,281

980
980

－
　  －

－
－

（単位：百万円）

（単位：百万円）

与信相当額の算出に用いる方式

グロス再構築コストの額の合計額

カレントエクスポージャー方式

788

平成25年9月期

担保の種類別の額
平成25年9月期
担保はありません

①派生商品取引合計
　　(ⅰ）外国為替関連取引
　　(ⅱ）金利関連取引
　　(ⅲ）金関連取引
　　(ⅳ）株式関連取引
　　(ⅴ）その他コモディティ関連取引
②長期決済期間取引

合　　　　　　　　計

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

平成26年9月期平成25年9月期平成26年9月期
1,957
1,558

50
－

342
6
－

1,957

2,345
2,210

53
－

80
－
－

2,345

平成25年9月期
1,957
1,558

50
－

342
6
－

1,957

2,345
2,210

53
－

80
－
－

2,345

カレントエクスポージャー方式

961

平成26年9月期

平成26年9月期
担保はありません

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
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（注）1．銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、貸出金、有価証券、預金等）が、金利ショックによ
り発生するリスク量を見るものです。当金庫では、金利ショックを「保有期間1年、最低5年の観測期間で計測される金利変動の１パーセンタイル値と99パー
センタイル値によって計算される経済価値の低下額」として銀行勘定の金利リスク量を算出しております。

　 2．要求払預金の金利リスク量について、当金庫では、「明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されること
なく長期間金融機関に滞留する預金」をコア預金と定義し、普通預金等の額の５０％相当額を０～５年の期間に均等に振り分けて（平均２．５年）、リスク量を
算定しております。

　 3．銀行勘定の金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算出します。銀行勘定の金利リスク＝運用勘定の金利リスク量－調達
勘定の金利リスク量

イ. 貸借対照表計上額及び時価等

ハ. 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

ロ. 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

ニ. 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

（単位：百万円）

（注）投資信託等の裏付資産のうち出資等に該当するものは、上場株式等に含めております。

（単位：百万円）

平成25年9月期 平成26年9月期
1,307

22
8

926
79

0

区　分 平成26年9月期

28,461
－

39,680
－

時　価
28,461
15,053

39,680
15,369

貸借対照表計上額時　価貸借対照表計上額
平成25年9月期

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成25年9月期
6,208 9,941

平成26年9月期

平成25年9月期
－ －

平成26年9月期

（単位：百万円）

6,287
10,149

1,999
4

18,440

1,854
2,103

64

4,021

1,712
2,235

327

4,274

14,418

6,283
11,624

1,767
0

19,676

15,401

区　分

銀行勘定の金利リスク

区　分
金利リスク量 金利リスク量

平成26年9月期平成25年9月期 平成26年9月期平成25年9月期

運用勘定 調達勘定

貸 出 金
有 価 証 券 等
預 け 金
そ の 他
運用勘定合計

定 期 性 預 金
要 求 払 預 金
そ の 他

調達勘定合計

●出資等エクスポージャーに関する事項

●銀行勘定における金利リスクに関する事項

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等

（注）所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×4％

b．再証券化エクスポージャー
　該当ありません。
③保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無

④証券化エクスポージャーに関する経過措置の適用により算出される信用リスク・アセットの額
　当金庫は、証券化エクスポージャーについては、経過措置を適用していません。

a．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

平成25年9月期

1,281
－
－
－
－

1,281

980
－
－
－
－

980

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
平成26年9月期 平成25年9月期 平成26年9月期

オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

10
－
－
－
－

10

7
－
－
－
－
7

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

20%
50%

100%
350%

1,250%
合　　　　計

（単位：百万円）

　該当ありません。     

売 　 却 　 益
売 　 却 　 損
償　　　　却

上 場 株 式 等
非上場株式等

評 価 損 益

評 価 損 益
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